
 

 

別記第14号様式（第11関係） 

 

年度補助事業等中止（廃止）承認申請書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所                

補助事業者等   法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で補助金等の交付の決定を受け

た上記の事業（事務）について、次の理由によりその執行を中止（廃止）したいので申

請します。 

（中止又は廃止の理由） 

 

 

 

 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務を中止し、又は廃止

しようとする場合に使用すること。 

２ 「    年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の

交付決定の年月日、番号を記載すること。 

３ この様式には、申請時点における当該補助事業等の進ちょく状況（廃止の場合

を除く。）その他必要と認められる事項を記載した書類を添付すること。 

 



別記第15号様式（第11－２関係）

（記号）第 号指令

（補助事業者）

年 月 日申請に係る 事業の中止（廃

止）については、承認します〔次の理由により承認しません〕。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

（ 部 課 係）

注１ 中止又は廃止を承認する場合は、〔〕書きの箇所を削除すること。

２ 中止又は廃止を承認しない場合は、「承認します」の箇所を〔〕書きによるこ

ととし、記として不承認の理由を記載すること。



 

 

別記第16号様式（第12-１関係） 

 

年度補助事業等執行遅延（不能）報告書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所                

補助事業者等   法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第    号指令で補助金等の交付の決定を受

けた上記の事業（事務）について、次の理由により予定の期間内に完了する見込みがな

い（その遂行が困難となった）ので報告しますから指示をお願いします。 

（遅延又は遂行困難の理由） 

 

 

 

 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 

 

注 １ この様式は、補助金等の交付の決定を受けた事業又は事務の執行が遅延し、又

は困難となった場合に使用すること。 

２ 「    年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の

交付決定の年月日、番号を記載すること。 

３ この様式には、報告時点における当該補助事業等の進ちょく状況その他必要と

認められる事項を記載した書類を添付すること。 

 



別記第17号様式（第12－１及び第14関係）

事 業 遂 行 状 況 報 告 書

１ 事業実施主体名
２ 事業完了予定 年 月 日
３ 実施状況

年 月 日現在

実 施 計 画 で き 高 進捗率
費 目 工 種 支出済額 備 考

事 業 量 事 業 費 Ａ 事 業 量 事 業 費 Ｂ Ｂ／Ａ

円 円 ％ 円



別記第18号様式（第12－１関係）

繰 越 等 実 施 計 画 書

１ 繰越後の事業完了予定 年 月 日

２ 実施計画

計 画 年 度 内 実 施 予 定 翌 年 度 実 施 予 定 年度内概算

費 目 工 種 備 考

事業量 事業費Ａ 補助金 事業量 事業費Ｂ Ｂ／Ａ 補助金 事業量 事業費Ｃ Ｃ／Ａ 補助金 予定期間 予定補助金

円 円 円 円 円 円 年度内概算予定

年 月 補助金算出根拠

～

年 月

年 月

～

年 月

年 月

～

年 月

計
円

注 「予定期間」欄は、各費目ごとの予定工期を記載すること。



別記第19号様式（第12－２関係）

（記号）第 号指令

（補助事業者）

年 月 日提出のあった補助事業等執行遅延報告書に基づき、

事業の執行を次のとおり指示します。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

１ 事業完了期限を 年 月 日とします。

２ 補助事業を完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、

速やかに補助事業等実績報告書を総合振興局長（振興局長）に提出し

なければなりません。会計年度が終了したときも、また同様とします。

（ 部 課 係）



別記第20－１号様式（第13－１、第15－４及び第22－２関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号指令による 事業に係

る補助金の交付の決定を、次のとおり取り消します。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

１ 取消しの内容

２ 取消しの理由

（ 部 課 係）

注 この様式は、交付決定の全部の取消しに伴う返還金のない場合に使用すること。



別記第20－２号様式（第13－１、第15－４及び第22－２関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号指令による 事業に係

る補助金の交付の決定を取り消し、既に交付した補助金金 円の返還

を命じます。ただし、次の事項を承知してください。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

１ 取消しの内容

２ 取消しの理由

３ 返還すべき補助金は、別に知事(総合振興局等の長)が発行する納入通知書に

より納付すること。

４ 返還すべき補助金を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から

納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合における

その後の期間については、その納付額を控除した額）につき年10.95 パーセン

トの割合で計算した違約延滞金を道に納付すること。

（ 部 課 係）

注１ この様式は、交付決定の全部の取消しに伴う返還金のある場合に使用すること。

２ この命令書と当該還付金に係る納入通知書は、同時に送付すること。ただし、 納付すべ

き期限を猶予した場合は、この限りでない。



別記第20－３号様式（第13－１、第15－４及び第22－２関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号指令の 事業に係る補

助金の一部を次のとおり取り消すとともに、補助金「金 円」を「金

円」に変更します。ただし、次の事項を承知してください。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

１ 取消しの内容

２ 取消しの理由

３ 変更後の補助金の交付の対象となる補助事業名及び経費並びに補助金の額は、

次のとおりです。

変 更 前 変 更 後

補助事業名 補助対象経費 補助金 完了 補助対象経費 補助金 完了

区分 費目 金 額 の 額 期限 区分 費目 金 額 の 額 期限

円 円
年月日

円 円
年月日

（ 部 課 係）

注１ この様式は、交付決定の一部の取消しに伴う返還金のない場合に使用すること。

２ 変更に伴い補助指令の条件を変更する必要がある場合は、この変更の条件としてその内容

を記載すること。

３ 「取消しの内容」欄は、その取消しの対象となった部分が明らかになるよう詳細に記載す

ること。

４ 第３項中補助事業の名称、補助対象経費の額、補助金の額及び完了期限は、必ず記載

するものとし、必要に応じ、交付の決定の内容及び変更の内容を記載すること。

５ 表の記載欄が不足する場合には、文中「次のとおり」を「別紙のとおり」に改め、別紙に

て処理すること。



別記第20－４号様式（第13－１、第15－４及び第22－２関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号指令の 事業に係る補

助金の一部を次のとおり取り消し、当該取消し部分に関し既に交付した補助金

金 円の返還を命じるとともに、補助金「金 円」を「金

円」に変更します。ただし、次の事項を承知してください。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

１ 取消しの内容

２ 取消しの理由

３ 返還すべき補助金は、別に知事(総合振興局長（振興局長）)が発行する納入

通知書により納付すること。

４ 返還すべき補助金を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から

納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合における

その後の期間については、納付額を控除した額）につき年1 0 . 9 5パーセントの

割合で計算した違約延滞金を道に納付すること。

５ 変更後の補助金の交付の対象となる補助事業名及び経費並びに補助金の額は、

次のとおりです。

変 更 前 変 更 後

補助事業等 補助対象経費 補助金 完了 補助対象経費 補助金 完了

区分 費目 金 額 の 額 期限 区分 費目 金 額 の 額 期限

円 円
年月日

円 円
年月日

（ 部 課 係）

注１ この様式は、交付決定の一部の取消しに伴う返還金のある場合（ただし、額の確定後は除
く。）に使用すること。

２ 変更に伴い補助指令の条件を変更する必要がある場合は、この変更の条件としてその内容
を記載すること。

３ 「取消しの内容」欄は、その取消しの対象となった部分が明らかになるよう詳細に記載す
ること。

４ 第５項中補助事業の名称、補助対象経費の額、補助金の額及び完了期限は、必ず記載
するものとし、必要に応じ、交付の決定の内容及び変更の内容を記載すること。

５ 表の記載欄が不足する場合には、文中「次のとおり」を「別紙のとおり」に改め、別紙に
て処理すること。

６ この命令書と当該還付金に係る納入通知書は、同時に送付すること。ただし、納付すべき
期限を猶予した場合は、この限りでない。



別記第20－５号様式（第13－１関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号指令の 事業

に係る補助金の交付の決定の内容及びこれに付けた条件を次のとおり変

更します。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

１ 削除事項

(1)

(2)

２ 追加事項

(1)

(2)

（ 部 課 係）

注 この様式は、事情変更による交付決定の内容及びこれに付けた条件の変更を行う場合に

使用すること。



別記第20－６号様式（第22－２関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号指令の 事業に係る補

助金の一部を次のとおり取り消し、当該取消し部分に関し既に交付した補助金金

円の返還を命じます。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

１ 取消しの内容

２ 取消しの理由

３ 返還すべき補助金は、別に知事(総合振興局長（振興局長）)が発行する納入

通知書により納付すること。

４ 返還すべき補助金を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から

納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合における

その後の期間については、納付額を控除した額）につき年1 0 . 9 5パーセントの

割合で計算した違約延滞金を道に納付すること。

（ 部 課 係）

注１ この様式は、交付決定の一部の取消しに伴う返還金のある場合で、額の確定後のものに使

用すること。

２ 変更に伴い補助指令の条件を変更する必要がある場合は、この変更の条件としてその内容

を記載すること。

３ 「取消しの内容」欄は、その取消しの対象となった部分が明らかになるよう詳細に記載す

ること。

４ この命令書と当該還付金に係る納入通知書は、同時に送付すること。ただし、納付すべき

期限を猶予した場合は、この限りでない。



別記第21－１号様式（第15－１関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号指令の補助金に係る

事業を当該補助金の交付の決定の内容及びこれに付けられ

た条件その他法令の規定に従い、善良な管理者の注意をもって遂行する

ことを命じます。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

（ 部 課 係）



別記第21－２号様式（第15－２関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号指令の補助金に係る

事業の遂行状況が当該補助金の交付の決定の内容及びこれ

に付けた条件その他法令の規定に違反しているものと認められるので、

当該事業の遂行を停止し、次のとおりその是正措置を講ずることを命じ

ます。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

１ 講ずべき是正措置は、次のとおりです。

(1)

(2)

２ 是正措置は、 年 月 日までに完了させること。

３ 是正措置が完了したときには、直ちに、その旨を知事(総合振興局長

（振興局長）)に報告すること。

４ この命令に違反したときは、当該事業に係る補助金の交付の決定の

全部又は一部を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付さ

れた補助金があるときは、その返還を命ずることがあります。

（ 部 課 係）

注 講ずべき是正措置は、できる限り具体的、かつ、詳細に記載すること。



別記第21－３号様式（第15－３関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号達で命じた事業の遂行の

停止を解除します。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

（ 部 課 係）



別記第22号様式（第16-１関係） 

 

補 助 金 等 概 算 払 申 請 書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所                

補助事業者等    法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で交付の決定を受けた上記の事

業（事務）に係る補助金等について、概算払を受けたいので申請します。 

記 

１ 補助金等交付決定額   金           円 

２ 既に概算払を受けた額  金           円 

３ 今回概算払申請額    金           円 

４ 申請の理由 

５ 口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号 

 

振込先銀行等の名称 支店名 口  座  番  号 

 
 

 

普通 

当座 

 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 

 

注 １ 「  年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の交付

決定の年月日、番号を記載すること。 

２ 「５口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、口座振替

払を希望する場合に記載すること。 

３ 建設工事に要する経費に係る補助金等の場合にあっては、申請額の算出の基礎

を記載した書類（でき形検査調書等）を添付すること。 



別記第23－１号様式（第16－２関係）

（記号）第 号

年 月 日

（補助事業者） 様

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

補助金の概算払について（通知）

年 月 日申請に基づき、 事業に係る

補助金について、次のとおり概算払をすることと決定したので通知しま

す。

記

１ 概算払をする時期 月頃

２ 概算払をする額 金 円

（ 部 課 係）

注 概算払をする時期については、月単位で表示すること。ただし、こ

の通知後直ちに支払うものにあっては、おおよその月日を記載しても

差し支えないものであること。



別記第23－２号様式（第16－３関係）

（記号）第 号

平成 年 月 日

（補助事業者） 様

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

補助金の概算払について（通知）

年 月 日申請に基づき、 事業に係る

補助金については、次の理由により概算払いをしないことと決定したの

で通知します。

記

補助金の概算払をしない理由

（ 部 課 係）



別記第24号様式（第17-１関係） 

番     号   

年  月  日   

 

   北海道知事     様 

 

住所                

補助事業者等                  

氏名〔法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名〕   

 

    強い農業づくり事業のしゅん功届 

    年  月  日付け（記号）第    号指令で補助金等の交付の決定を受けた

上記事業について、下記のとおり工事が完了しましたので、届け出ます。 

 

記 
 

事業種類  

事業内容 
(施設名・処理量等) 

 

事業費（円）  

建築場所  

工事開始日  

完了年月日  

関係法令検査年月日  

 ○○法  

   

   

   

しゅん功検査年月日 
（または予定日） 

 

引き渡し年月日 
（または予定日） 

 

請負等業者  

工事監理者  

 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 

 
 注１ 「  年  月  日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定の

年月日、番号を記載すること。 

  ２ 請負人等からの完了届の写しを添付すること。 



別記第25号様式（第17－１関係）

補助事業に係る機械導入完了報告書

（記号）第 号

年 月 日

北海道知事 様

( 総合振興局長（振興局長）)

（補助事業者名）

年 月 日付け（記号）第 号指令で補助金の交付の決定を受けた

事業に係る機械の導入が完了したので報告します。

記

１ 事業実施主体名

２ 機械の導入状況

機械の名称

規格・型式等

購入価格 円

購入年月日

機械の納入者

確認又は検査の年月日

確認者又は検査員の氏名

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

注１ この様式は、機械を導入したときに使用すること。

２ 同じ種類の機械を同時に複数台導入した場合、「２ 機械の導入状況」の表を「別紙のとおり」

と書き換え、別紙にて一覧にまとめることは差し支えないこと。

３ 「機械の納入者」欄には、、事業実施主体に機械を売り渡した者を記載すること。

４ 「確認又は検査の年月日」及び「確認者又は検査員の氏名」欄は、補助事業者において確認又は

検査を行った場合に記載すること。



別記第26号様式（第17－２関係）

補助事業等に係る建設工事完成検査調書

事業名

工事目的物の名称

着工 年 月 日・完成 年 月 日

補助事業者名

事業実施主体名

上記の建設工事は、検査の結果、補助金の交付の決定の内容及びこれ

に付けた条件のとおり完成したことを認めます。

年 月 日

所 属
検査員

職氏名

注 検査の結果不合格の場合は、本文を「上記の建設工事は、検査の結果、次の理由により

不合格と認めます。」と書き換えた上、その不合格の理由をこの様式の下方に詳細に記載

すること。



別記第27号様式（第18関係） 

 

補 助 事 業 等 実 績 報 告 書 

 

年  月  日   

 

 

   北海道知事       様 

 

 
住所                

補助事業者等   法人の場合は、法人の     
氏名                

名称及び代表者の氏名     
 

 

事業（事務）名                     

    年  月  日付け（記号）第   号指令で補助金等の交付の決定を受け

た上記の事業（事務）は、  年  月  日完了したので、関係書類を添えて報告し

ます。 

口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号 

振込先 銀行等の名称 支店名 口  座  番  号 

 
 

 

普通 

当座 

 

本件責任者 氏名・連絡先 

担 当 者 氏名・連絡先 

 

注 １ 「    年  月  日付け（記号）第   号指令」については、当初の

交付決定の年月日、番号を記載すること。 

２ 「口座振替払の振込先銀行等の名称及び口座番号」欄については、口座振替払

を希望する場合に記載すること。 

３ 補助事業等の期間が２年度以上にわたる場合で、道の会計年度が終了したとき

に使用する場合は、この様式中「完了」とあるのを「執行」と訂正して使用する

こと。 

 



 

 

別記第28号様式（第18-(1)関係） 

補 助 金 等 精 算 書 

 

区分 

計    画 実    施 
 

補

 

助

 

率 

 
 
Ｉ 

補助金等の

交付の決定 
 

補助金

等精算

額 

 

 

 
 

Ｌ 

 

補助金

等領収

済額 

 

 

 
 

Ｍ 

補助金

等精算

額に対

する領

収未済

額   
 

(Ｌ－Ｍ) 

Ｎ 

補助事業等に係る

経費の債務確定額 
 

 

不用額 

(Ｋ－Ｌ) 

 

 

 
 
Ｒ 

 

備考 

補助事

業等に

要する

経費 

 

Ａ 

 

補助対

象経費 

 

 

Ｂ 

補助基

準によ

り算出

した額 

 

Ｃ 

 

補 助

基本額 

 

 

Ｄ 

補助事

業等に

要した

経費 

 

Ｅ 

 

補助対

象経費 

 

 

Ｆ 

補助基

準によ

り算出

した額 

 

Ｇ 

 

補 助

基本額 

 

 

Ｈ 

 

年月日

番 号 

 

 

Ｊ 

 

金額 

 

 

 

Ｋ 

 

支払

済額 

 

 

Ｏ 

 

支払

未済

額  

 

Ｐ 

 

 

計 

 

 

Ｑ 

 円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 

                    

                    

                    

                    

合計                    

 注 １ 「区分」欄には、事務又は事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきことと

されている事項）を記載すること。 

   ２ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

   ３ 「補助金等の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定

額（変更（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

   ４ 「補助金等精算額」欄には、実施に係る補助基本額(Ｈ)に補助率(Ｉ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、補助金等

の算出が他の方法によっている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記する

こと。 

   ５ 定額補助の場合は、「補助率」欄を斜線で抹消すること。 

   ６ 「補助事業等に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては補助事業者等が間接

補助事業者等に交付する補助金等の支払済額を記載すること。 



別記第29号様式（第18-(2)関係） 

事 業 精 算 書 

 

 事業（事務）名           

 収入の部 

科        目 予  算  額 
精 算 額 

内     訳 
備  考 

款 項 目 節 当   初 更正後の額 収 入 済 額 収入未済額 

    
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 

 

 支出の部 

科        目 予  算  額 
精 算 額 

内     訳 
不 用 額 備 考 

款 項 目 節 当   初 更正後の額 支 出 済 額 支出未済額 

    
円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 
 

  上記のとおり精算したことを証明します。 

         年  月  日 

○○市（町村）長 （氏  名）     

 注 １ この様式には、当該補助事業等に要した経費のみを記載すること。 

   ２ 「科目」欄の区分は標準を示したものであり、補助金等の交付を受けた者における通常の予算及び決算の区分がこれと異

なるときは、それぞれ補助事業者等の区分に従い記載して差し支えないこと。 

   ３ 「予算額」欄中「更正後の額」欄には、補助事業者等の議決機関等における最終の更正後の額（予算の流用による更正後

の額を含む。）を記載すること。 

   ４ 「収入未済額」及び「支出未済額」欄には、債権又は債務が確定している額を記載し、かつ、債務者又は債権者の住所氏

名を「備考」欄に記載すること。 

   ５ 補助事業者等が市町村である場合は、「収入の部」には当該補助事業等に係る特定財源のみを記載し、備考欄に予算の区

分（一般会計又は特別会計）を記載すること。 

   ６ 「不用額」欄には、「更正後の額」（更正していない場合には、「当初」）欄に記載した額から「精算額」欄に記載した額を

控除した額を記載すること。 

   ７ 市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長（氏名）」を訂正して使用すること。 



別記第30様式（第18関係）

補 助 事 業 遂 行 計 画 書

実 施 計 画 年 度 で き 高 翌 年 度 繰 越 額

工 種
補助金概算払

備 考費 目

事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金 事業量 事業費 補助金
受 領 額

支 出 済 額 支出未済額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 完了予定年月日

年 月 日

計



別記第31－１号様式（第20－１関係）

（記号）第 号

年 月 日

（補助事業者） 様

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

補助金の額の確定について（通知）

年 月 日提出の補助事業等実績報告書を審査（及び実地検

査）した結果、 事業に係る補助金の額を次のとおり確定

したので、通知します。

記

補助金の確定額 金 円

（ 部 課 係）



別記第31－２号様式（第20－２関係）

（記号）第 号達

（補助事業者）

年 月 日付け（記号）第 号で通知した

事業に係る補助金の額の確定に伴い、当該確定額を超えて交付し

た補助金 金 円の返還を命じます。ただし、次の事項を承

知してください。

年 月 日

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

１ 返還すべき補助金は、別に知事(総合振興局長（振興局長）)が発行

する返納通知書により納付すること。

２ 返還すべき補助金を納期日までに納付しなかったときは、納期日の

翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付

した場合におけるその後の期間については、その納付額を控除した

額）につき年10.95 パーセントの割合で計算した違約延滞金を道に納

付しなければなりません。

（ 部 課 係）

注 この命令書と当該返還金に係る返納通知書は、同時に送付すること。ただし、納付すべき

期限を猶予した場合は、この限りでない。



（別添１）

別記第32号様式（第23関係）

補助金交付状況報告書

事 業 名 強い農業づくり事業 区 分

事 業 総 事 業 費 補助金交付 補 助 指 令 補 助 金 の 補助金支出 実 績 報 告 補助金の額の 確 定
市町村名

認定年度 （補助対象経費） 決 定 額 年 月 日 支 出 額 年 月 日 年 月 日 確 定 額 年 月 日

円 円 円 円
上段 計画 概算

変更 変更 概算
下段 実績

精算

計

上段 計画 概算

変更 変更 概算
下段 実績

精算

計

上段 計画 概算

変更 変更 概算
下段 実績

精算

計

上段 計画 概算

変更 変更 概算
下段 実績

精算

計

注 区分（整備事業・推進事業）ごとに別様とすること。また、牛肉等関税財源分がある場合には、それぞれ別様とすること。



別記第33号様式（第25－4関係）

（記号）第 号

年 月 日

（補助事業者） 様

北海道知事 印

( 総合振興局長（振興局長）)

財産処分の承認〔不承認〕について（通知）

年 月 日付けで申請のあった 事業の財

産処分については、※申請内容のとおり承認します。ただし、次の事項

を守らなければなりません。〔次の理由により承認しないことと決定した

ので通知します〕。

記

１ 処分後、速やかに別紙「財産処分報告書」を提出すること。

（ 部 課 係）

注１ 財産処分を承認する場合は、〔 〕書の箇所を削除すること。

２ 承認に当たり、次の例を参考に必要な条件を付すこと。

① 承認に当たり、財産の取得に要した経費のうち補助金相当額（取得した財産の法定

耐用年数を基に取得価格から減価償却費を減額した価格に補助率等を乗じて得た額を

いう。）を納付させる場合は、納付すべき金額及び納付方法

② この承認を得て取得財産を処分した場合において、当該処分により収入金があった

ときは、当該収入金の額を含めた処分の内容を知事に報告すること。

③ 取得財産を処分することにより収入金があった場合で、当該収入金の額に補助率等

を乗じて得た金額が２で算定した補助金相当額を上回るときは、これらを比較して多

い方の額（ただし、補助金額を上限とする。）を納付させること。

④ 取得財産の譲渡先に対し、補助金等の交付の目的を達成するために必要と認める場

合は、当該譲渡する取得財産の処分を制限すること。

３ 財産処分を承認しない場合は、標題中「承認」を「不承認」とし、本文中※印以降及び

ただし書を削り、〔 〕書によることとし、記として不承認の理由を記載すること。



別紙

財 産 処 分 報 告 書

年 月 日

北海道知事 様

( 総合振興局長（振興局長）)

補助事業者名

年 月 日付け（記号）第 号で承認のあった財産

を次のとおり処分したので報告します。

記

１ 事業実施主体名

２ 財産の処分状況

物 件 名 処 分 方 法 金 額 処分年月日

円

注 処分に係る契約書の写しを添付すること。



別記第34号様式（第27関係）

年 月 日

北海道知事 様

（ 総合振興局長（振興局長））

補助事業者（団体等名及び代表者氏名）

事業実施主体（団体等名及び代表者氏名）

○○年度（西暦○○年度）強い農業づくり事業（産地競争力の強化（推進事業））

交付決定前着手届

強い農業づくり事業実施計画に基づく別添事業について、下記条件を了承の上、補助金交

付決定前に着手いたしたいので、お届けします。

記

１ 補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失

を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。

２ 補助金交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合にお

いても、異議がないこと。

３ 当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画変更は

行わないこと。

本件責任者 氏名・連絡先

担 当 者 氏名・連絡先

別添

取 組 名 事業実施 事業内容 事 業 量 事 業 費 着手予定 完了予定 理 由

主体 年 月 日 年 月 日

注１ 表中の取組名は、強い農業づくり事業の運用について（平成18年４月３日付け支援第

128号北海道農政部長通知）別記の１の（１）から（12）の取組名を記載すること。

２ 補助事業者と事業実施主体が異なる場合（間接補助金の場合）にあっては、各事業実

施主体ごとに作成すること。この場合、「補助事業者(団体等名及び代表者氏名）」欄は補



助事業者名のみを記載し、押印は要しない。


